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技術革新が労働に与える影響について
（先行研究）
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先行研究（概要）の比較

1

先行研究名 技術革新の労働への影響
代替可能性の高い（今後
減少する）仕事の例

代替可能性の低い（今後
増加する）仕事の例

今後求められる取組

1 ㈱野村総合研究所レポート
労働人口の約49％が代
替可能性が高い

必ずしも特別の知識・ス
キルが求められない職業

他者との協調や、他者の
理解、説得、ネゴシエー
ション、サービス志向性
が求められる職業

ー

2
経済産業省

「新産業構造ビジョン」

・従業者数735万人減少
（現状放置シナリオ）
・従業者数161万人減少
（変革シナリオ）

バックオフィス等、従来
型のミドルスキルのホワ
イトカラーの仕事

上流工程やIT業務におけ
る、ミドルスキル・ハイ
スキルの仕事

・就業構造の転換に対応
した人材育成
・成長分野への労働移動

3
総務省情報通信政策研究所
「AIネットワーク社会推進

会議 報告書2017」

付加価値の高い業務への
配置転換や新たな雇用創
出の可能性も見込まれる

ルーティンタスク ー

・新しく創出される雇用
への円滑な移行
・適応のための教育や人
材育成

4

厚生労働省「IoT・ビッグ
データ・AI等が雇用・労働
に与える影響に関する研究

会報告書」

ただちに今働いている人
の失業を意味するわけで
はない

ホワイトカラーの仕事
人が直接対応することが
質・価値の向上につなが
るサービスに係る仕事

・能力開発機会の提供
・新しい価値創出のため
のAI等の投資・活用

5
厚生労働省「平成29年版労

働経済の分析」
今後実態の把握に努める
必要がある

定型的業務が中心の職種
新しい付加価値の創出に
役立つ技術職

AIを使いこなす能力や、
AIに代替されにくいコ
ミュニケーション能力の
向上のための取組

6

Arntz et al. 「The Risk 
of Automation for Jobs 
in OECD Countries: A 

Comparative Analysis」

自動化リスクの高い仕事
は9％に過ぎない
※当該割合自体も過大推計
である可能性があることを
研究内で示唆している。

教育水準や所得水準が低
い労働者の仕事

ー
技術革新に伴う潜在的な
格差拡大や職業訓練への
対処

※ それぞれの報告書等を基に、厚生労働省労働政策担当参事官室でまとめたもの。



１. ㈱野村総合研究所レポート（2015年12月公表）

2

○ ㈱野村総合研究所未来創発センターが「“2030 年”から日本を考える、“今”から2030 年の日本に備え
る。」をテーマに行っている研究活動のひとつ。人口減少に伴い、労働力の減少が予測される日本におい
て、人工知能やロボット等を活用して労働力を補完した場合の社会的影響に関する研究をしている。

○ 英オックスフォード大学のマイケル A. オズボーン准教授、カール・ベネディクト・フレイ博士との共同
研究により、国内601 種類の職業について、それぞれ人工知能やロボット等で代替される確率を試算。

当該レポートについて

○ 10～20年後に、日本の労働人口の約49％が、技術的には人工知能やロボット等により代替
できるようになる可能性が高い。

○ 必ずしも特別の知識・スキルが求められない職業に加え、データの分析や秩序的・体系的操
作が求められる職業は、人工知能等で代替できる可能性が高い。

○ 抽象的な概念を整理・創出するための知識が要求される職業、他者との協調や、他者の理
解、説得、ネゴシエーション、サービス志向性が求められる職業は、人工知能等での代替は難
しい。

内容のポイント

【URL】 https://www.nri.com/jp/news/2015/151202_1.aspx



1 ㈱野村総合研究所レポート（2015年12月公表）
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2. 経済産業省「新産業構造ビジョン」（2017年5月公表）
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○ IoT・ビッグデータ・人工知能による大変革時代に対応した民間投資と政策対応を加速する官民共有の羅
針盤として、産業構造及び就業構造への影響や官民に求められる対応等を明らかにするために、経済産業省
産業構造審議会新産業構造部会にて策定。

○ マクロ経済モデル、産業構造モデル、就業構造モデルを組み合わせることで、第4次産業革命による⽣産
性の⾶躍的な向上、成長産業への経済資源の円滑な移動、ビジネスプロセスの変化に対応した職業の転換を
考慮しつつ、従業者数などの試算を行った。

当該レポートについて

○ 2015年度から2030年度にかけて、現状放置シナリオでは従業者数が735万人減少するが、
変革シナリオでは従業者数の減少が161万人にとどまる。

○ AIやロボット等の出現により、定型労働に加えて⾮定型労働においても省人化が進展。人⼿
不⾜の解消につながる反⾯、バックオフィス業務等、我が国の雇用のボリュームゾーンである
従来型のミドルスキルのホワイトカラーの仕事は、大きく減少していく可能性が高い。

○ ⼀⽅、第4次産業革命によるビジネスプロセスの変化は、ミドルスキルも含めて新たな雇用
ニーズを⽣み出していくため、こうした就業構造の転換に対応した人材育成や、成長分野への
労働移動が必要。

内容のポイント

【URL】 http://www.meti.go.jp/press/2017/05/20170530007/20170530007.html



2. 経済産業省「新産業構造ビジョン」（2017年5月公表）
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2. 経済産業省「新産業構造ビジョン」（2017年5月公表）
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2. 経済産業省「新産業構造ビジョン」（2017年5月）
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3. 総務省情報通信政策研究所「AIネットワーク社会推進会議 報告書2017」
（2017年7月公表）
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○ 総務省情報通信政策研究所にて、社会全体におけるAIネットワーク化の推進に向けた社会的・経済的・
倫理的・法的課題を総合的に検討することを目的として、産学民の有識者の参加を得て「AIネットワーク
社会推進会議」を開催。

○ 本報告書は、本推進会議における検討及び関連する国内外の動向を踏まえ、国際的な議論のためのAI開
発ガイドライン案の基本的な考え⽅と内容を示すとともに、様々な分野におけるAIシステムの具体的な利
活用の場⾯を想定して、AIネットワーク化が社会・経済にもたらすインパクト及びリスクの評価を行った
上で、今後の課題を整理したもの。

当該報告書について

○ 雇用が減少することが見込まれる業務もあるものの、付加価値の高い業務への配置転換や新
たな雇用の創出の可能性も見込まれる。

○ 日本の労働市場においては、ルーティンタスクの集約度が高く、ＡＩシステムの普及による
影響を受け易い、⾮正規雇用の労働者が大きな影響を受ける可能性があるとの見⽅がある。

○ 新しく創出される雇用への迅速な適応、円滑な移行のための教育や人材育成が重要である。

内容のポイント

【URL】 http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01iicp01_02000067.html 



4. 厚生労働省「IoT・ビッグデータ・AI等が雇用・労働に与える影響に関する研究会
報告書」（2017年6月公表）
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○ 企業はIoT・ビッグデータ・AI等の普及・進展をどのようにとらえているのか、雇用や労働への影響はあ
ると考えているのかについて、広く現状把握と意見聴取することを目的に、厚⽣労働省職業安定局にて「今
後の雇用政策の実施に向けた現状分析に関する調査研究事業（平成28年度）」を実施。

○ 本事業において、幅広い産業分野の企業に対して、アンケート調査およびインタビュー調査を行い、AI
等の活用状況、および⾜下で起きつつある雇用・労働への影響、さらに汎用AIが登場されるとされる2030
年までを見通した影響や対応⽅針等の考えを把握し、有識者検討会での分析・検討を経てまとめたもの。

当該報告書について

○ 人手不足と相殺される部分があるため、AI等の活用により全体の雇用量を減らすほうに働く
ことが、ただちに今働いている人の雇用を無くすこと（失業）を意味するわけではない。だ
が、省力化が人⼿不⾜を上回れば失業が⽣じる可能性はある。

○ 強い影響を受けると予想される部門や年齢層を対象に、AI等による業務や役割の変化への
対応（能力開発機会の提供等）を早急に行うことが必要となる。

○ 企業は自らの成長のため、また労働力の供給が減少する中、就業者から選ばれる企業とな
るためにも、AI等への投資を行い、新しい価値の創出のためAI等を活用していく必要がある。

内容のポイント

【URL】 http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000166535.html



5. 厚生労働省「平成29年版労働経済の分析」（2017年9月公表）
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○ 雇用、賃金、労働時間、勤労者家計などの現状や課題について、統計データを活用して分析する報告書。

○ 平成29年版では、少子高齢化により労働供給制約下にある我が国で経済成長を実現するためには労働⽣
産性の向上とともに供給制約の解消を図ることが重要であるとの認識の下、イノベーションの進展への対応
及びワーク・ライフ・バランスの実現に向けた取組などについて分析を行っている。

当該報告書について

○ AIの進展など産業構造の変化により定型的業務が中心の職種の就業者は減少する⼀⽅で、新
しい付加価値の創出に役立つ技術職の就業者は増加するなど、AIが雇用に与える影響は職種に
よって異なることが想定されるため、今後実態の把握に努める必要がある。

○ AIが職場にもたらす影響として、労働時間の短縮や業務の効率化による労働⽣産性の向上が
期待される⼀⽅で、新しい付加価値の創出のために活用する企業は少ない。

○ AIが⼀般化した時代に求められるスキルとしては、AIの可能性を理解し、使いこなす能力
や、AIに代替されにくいコミュニケーション能力があげられており、今後、こういったスキル
を高めていくことが重要。

内容のポイント

【URL】 http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000179049.html 



5. 厚生労働省「平成29年版労働経済の分析」（2017年9月公表）
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資料出所 経済産業省（2016）「新産業構造ビジョン～第４次産業革命をリードする日本の戦略～中間整理」（下図）、（独）労働政策研究・研修機構（2016）「労働力需給の推計
―新たな全国推計（2015年版）を踏まえた都道府県別試算―」（下図）「イノベーションへの対応状況調査」（2017年）（左上図・右上図）「イノベーションの対応に向
けた働き方のあり方等に関する調査」（2017年）（左上図）より作成

（注） 左上図の従業員調査は正社員に対する調査を指す。



5. 厚生労働省「平成29年版労働経済の分析」（2017年9月公表）
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 ＡＩが一般化した時代に求められるスキルとしては、ＡＩの可能性を理解し、使いこなす能力や、AIに代替されにくいコミュニケー
ション能力があげられており、今後、こういったスキルを高めていくことが重要。

 ＡＩの広がりについて企業、従業員とも危機感が低い中で、意識の高まりが求められる。
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資料出所 （独）労働政策研究・研修機構「イノベーションへの対応状況調査」（2017年）（中図、右図） 「イノベーションへの対応に向けた働き方のあり方
等に関する調査」（2017年）（中図、右図）、森川（2016）「人工知能・ロボットと雇用：個人サーベイによる分析」（左図）より作成

（注） １）左図の「コミュニケーション能力が必要とされにくい仕事」は自動車の運転などを指し、「コミュニケーション能力が必要と
される仕事」は保育サービス、医療サービス、教育などを指す。

２）中図・右図の従業員調査は正社員に対する調査を指す。
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6. Arntz et al. 「The Risk of Automation for Jobs in OECD Countries: A 
Comparative Analysis」（2016年6月公表）
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○ Frey & Osborne (2013)が、アメリカで47%の雇用が自動化される恐れがあると発表し議論を呼んだこ
とに対し、彼らの推計⼿法を見直し、アメリカ及び他のOECD諸国における自動化リスクの高い雇用の割合
について改めて推計を行い発表した論文。

○ Frey & Osborneが、ある職業内のすべての従事者が同⼀のタスクを行っているとする仮定に基づいて分
析を行っているのに対し、当該研究はPIAAC（国際成人力調査）の個人レベルのデータを用い、個々人のタ
スク構成に着目した分析を行った。

当該レポートについて

○ 自動化リスクの高い仕事（70％以上の確率で自動化される仕事）はOECD諸国全体で9％、アメリカでも
9％に過ぎない。

○ 当該研究自体も、以下のような問題点があり、当該研究で示された割合も過大推計である可能性があると
して警鐘を鳴らしている。

・ 技術的可能性のみに着目しており、技術の実装を考慮していない。
・ 労働者が自動化されないタスクをより多く行うようになるなど、企業内でのタスクの調整が行われ

る可能性がある。
・ 技術進歩による雇用創出や、所得増に伴う総需要の増加等の影響を考慮していない。

○ 教育水準や所得水準が低い労働者の仕事の⽅が、自動化リスクが高く、技術革新による失業よりも、潜在
的な格差拡大や職業訓練に注意を向ける必要性を指摘している。

内容のポイント
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